
第 210 回国会 参議院 消費者問題に関する特別委員会 第 4 号 令和 4 年 12 月 9 日 

 

岸真紀子議員、石垣のり子議員、石橋通宏議員の質問に対し、山井和則が一部答弁 

（質疑のながれ上、答弁前後も掲載） 

 

 

○岸真紀子君 立憲民主・社民会派の岸真紀子です。 

 本日質問をする石橋議員、そして石垣議員、そして私の三人は、七月に立憲民主党の中に立ち上げました旧統

一教会被害対策本部の事務局をさせていただきました。この後、合わせて百四十分質問させていただきますので、

よろしくお願いいたします。 

 この私たちの対策本部では、これまでも何度も何度も会合を重ねて、被害当事者であったり被害者を支援して

きた弁護士や団体の方々からお話を聞いて、被害者のこの救済に向けて取組を進めてきました。この法案に至る

まで様々な方に御協力をいただきましたことに、この場を借りまして感謝を申し上げます。また、政府、そして与

野党協議において御尽力いただいた議員の皆様にも、この間の取組に敬意を表します。 

 その上で、衆議院において法人等による寄附の不当な勧誘の防止等に関する法律案の修正をされた事項につい

て、提出者に何点か質問をさせていただきます。 

 修正案によって、第三条、法人等は寄附の勧誘等を行うに当たっての配慮義務に十分にと追記しました。十分

に配慮しなければならないとしたことでの効果や意義、意味をお伺いいたします。 

○衆議院議員（山井和則君） 御質問ありがとうございます。 

 配慮義務の規定にいかに実効性を持たせていくかということがこの間の与野党協議の一大論点でございました。

第三条に十分にとの文言を加えることによって、法人等が個々の寄附対象者の状況や実態に応じて第三条各号に

掲げられている事項についてより細心かつ慎重な配慮が求められることとなり、これにより法人等の配慮義務へ

の注意を更に促し、配慮の実効性がより一層高まる効果が見込まれ、新たな被害者発生をより防ぐことができる

ものと考えております。 

○岸真紀子君 ありがとうございます。 

 より細心かつ慎重なということで、これから被害の防止に向けて取り組む意味ということでお伺いをしました。 

 次に、第三条に規定する配慮義務について、その遵守がなされていないため、個人の権利の保護に著しい障害、

支障が生じていると明らかに認められる場合に、勧告、報告、公表と加えられる修正がされました。 

 これまで被害の当事者や被害者弁護団からはヒアリングを重ねてきて、その中心となったのも実は山井議員だ

ったんですが、この山井議員がその現場の目線を踏まえた観点でまだまだ不十分とされる点はどこにあるとお考

えなのか、また、その課題を踏まえた上で、被害の救済と防止の実効性をより高めるための方策についてどのよ

うにお考えなのか、お伺いいたします。 

○衆議院議員（山井和則君） 御質問ありがとうございます。 

 今、野党案作成者から見た積み残しの課題、解決の方向性についての御質問をいただきました。 

 二世の方々を中心に、被害者の方々は、今、最大の積み残し課題は宗教二世の方々の救済、支援だということを

おっしゃっておられます。また、債権者代位権の実効性にも懸念があるという発言をされておられます。野党案

では、特別補助制度、いわゆる家族取消し権、本人に代わって二世や家族が財産を取り戻す権利が提案されてい

ました。また、配慮義務の実効性も積み残し課題となっております。 

 つきましては、一昨日も河野大臣が衆議院で答弁されたように、法律成立後に速やかに検討会を立ち上げ、二

世被害者などの声を聞きながら、法律の施行状況や実効性の検証などの議論を進めていくことが期待されると考

えております。 

○岸真紀子君 ありがとうございます。 

 昨日のテレビ、衆議院で法案が可決されたのでテレビでも報道がされていて、その宗教二世の方が番組に出ら

れて、一歩前進ではあるんだけど、やっぱりまだまだ積み残された課題があるとおっしゃっていました、涙なが



らに。そして、決してこの法案ができたとしてもこの後も私たちを忘れないでほしいというようなメッセージを

私も昨日見て、今、山井議員から、積み残された課題というか、まだまだ残っている課題のことを共有できたと感

じています。 

 次に、附則第五条の法律の見直し規定は、施行後三年としていたものを与野党協議によって二年にしたと承知

しておりますが、それでも残念ながら、まだ長いといった不安の声であったり懸念の声があります。 

 なぜ二年としたのか、全国霊感商法対策弁護士連絡会や被害当事者も一年にしてほしいという声が多いところ

なんですが、このことについてどうお考えでしょうか。 

○衆議院議員（山井和則君） 御指摘のように、当事者や弁護団からは見直し期間は一年に短縮をしてほしいと

いう要望も強くいただいておりました。そういう中ではありますが、当初の三年後の見直しから二年後の見直し

に一年短縮されたことは大きな一歩前進だと考えております。 

 この意味は、本法案は、被害者救済に向けた終わりではなく初めの一歩、しかし歴史的な一歩であるとの認識

を踏まえ、国会質疑等様々な場面で政府に見直しを促すとともに、立法府における検討もこれからも与野党協力

して継続していきたいと考えてまいります。 

○岸真紀子君 ありがとうございます。 

 また、今のこの修正案の提出者の答弁も踏まえまして、河野大臣にお伺いをします・・・・・ 

 

 

                                                

 

○石垣のりこ君 立憲民主・社民の石垣のりこでございます。どうぞよろしくお願いいたします。消費者特では

初めて質問をさせていただきます。 

 まず最初に、私からは、政府・与党に対しまして率直に感謝を申し上げたいと思います。と申しますのも、今回

の政府法案なんですが、法人等による寄附の不当な勧誘の防止等に関する法律案、この法案に関しまして、政府

と与党、自民党さんは、あれ、これ本当に自民党さんなのかなというような、譲歩に譲歩を重ねてくださったとい

うことがございます。 

 今国会の冒頭で、政府は、岸田総理の所信表明にもありましたように、統一教会を始めとする悪質な法人が引

き起こす陰惨な被害に対しまして、消費者契約法の改正だけで対応されて、対応されようとなさっていました。

しかし、その後、統一教会の引き起こす極めて凄惨な被害に関する社会的な認知も広まりまして、やはりこの深

刻な被害の防止と救済のための法律が必要であると、そのような認識に皆さんがなっていったと。世の機運が高

まるにつれて、与党、自民党さんも、我々野党各党が目指す悪質献金被害救済法案に徐々に関心を示してくださ

るようになったというふうに認識しております。 

 十一月の上旬になりまして、我が立憲民主党と日本維新の会が救済新法に関して、マインドコントロール下の

寄附の取消し、あと家族など第三者による本人の取消し権の行使、あとは寄附の上限目安の設定ですとか刑事罰

の導入などを求める提言書を提出したわけなんですが、その際に自民党の茂木幹事長は、本来的には野党には国

会審議を通じて議論をし賛否を決めてもらいたいとしつつも、今回は早急に成立させるべき法案で、事前に野党

に示せる内容は示していくと、このような異例の発言をなさったわけです。その後、様々なレベルで本件に関す

る与野党の協議が持たれましたけれども、本当に時間も掛けて回数も重ねられたと思います。政府・与党サイド

は本当に譲歩に譲歩を重ねていただいたというふうに認識しております。 

 もちろん、今審議の対象になっていますいわゆる救済法案、今回の新法ですね、もう消費者契約法改正案も、

我々野党が当初から企図していた内容とは程遠く、不十分であると言わざるを得ないわけなんですが、またさら

に、この内容、いわゆる宗教二世の方々の深刻な被害を救済することができないという点も本当に今後の課題残

していると思います。さらには、寄附行為以外での財産の収奪の被害を防止することもなかなか難しいという、

まだまだ限られたこれからの法案だと。そういう意味では、救済法という通称を使うこと自体似つかわしくない

ということも事実であるかと思います。 



 しかし、政府・与党がここまで大幅に、かつ迅速に我々野党側の要求に譲歩されたということは、長年にわたっ

て統一教会とずぶずぶの関係を築き上げていらっしゃった議員を多数抱えておられる自民党さんの状況を考えた

ときに、よくぞここまで運んできてくださったと感嘆せざるを得ません。与党内に統一教会とがんじがらめの関

係にある議員を多数抱える中で、政府においてこの法案の取りまとめに尽力された河野大臣、そして党内におい

て調整に当たられた茂木幹事長の手腕、そして胆力、素直な称賛と感謝の意を述べたいと思います。 

 その上で、今の段階ではまだまだ不十分な救済法案の内容を更に拡充して、根本的な統一教会による被害の救

済の実を上げていくことが必要です。次の総選挙では、是非とも我が党が議席を伸ばして、自民党さんから政権

を奪取することが必要不可欠であるとの決意を申し述べて、具体的な内容に入りたいと思います。 

 さて、今申し述べましたように、国会の冒頭、政府は旧統一教会問題の対応は既存の法律の改正で可能という

判断でした。これが、途中からなんでしょうか、新法が必要だと判断を変えられたのはどのような理由からでし

ょうか。河野大臣、お答えいただけますか。 

○国務大臣（河野太郎君） 消費者庁は当初から新法が必要と考えておりました。 

○石垣のりこ君 それ、私ども野党が法律を作って十月の十七日に提出をいたしましたけれども、その一か月、

二か月ほど前から準備を進めてきたわけなんですが、是非とも法律を作らなければいけないと、既存の法体系の

中では、改正の範囲内では対応できない、是非とも新法を検討してくれということに対して、実際国会答弁で、岸

田総理も所信表明の中でもう消費者契約法そのほか改正案の中で対応されるというふうに、ここで御答弁されて

いらっしゃるわけですね。なので、最初から考えていたというのは、その心の中に思っていたのかもしれません

が、それを昔から考えていましたというふうに言われても、じゃ、その証拠はどこにあるんだということになる

かと思います。 

 まあそれはいいとして、既存の法律で対応可能という、具体的に、本当に、十月三日始まった今国会の冒頭から

当初はなかったというふうに私は認識しております。立憲始め野党から法案を提示したことが議論のたたき台と

して新法成立の具体的な動きを後押ししていったということも大きいのではないかと自負はしておりますけれど

も、さらには、やはり被害者の方々が勇気を持って声を上げて、様々な立場の支援者各位が最大限の後押しをし

て、メディアで報道されることで多くの方が知ることになって、統一教会の悪行をこれ以上野放しにしてはなら

ないと、被害者を救わなくてはならないという、その世論となって救済法案への機運を醸成していったというこ

とは言をまちません。 

 さて、新法案の寄附の勧誘行為に係る規制対象について、河野大臣が十二月六日の衆議院本会議でこのように

述べていらっしゃいます。寄附の勧誘をしている者が個人であっても、法人等の行為と評価される場合には新法

の規制対象になりますと、このようにお答えになっているわけですね。その上で、具体的には法人等の代表者、役

員又は使用人等が行った勧誘行為は法人等が行ったものと認められることになります、また、宗教団体と委任や

雇用関係がない信者が、宗教団体と該当信者間の明示又は黙示の契約の有無など使用人と同程度の法人との関係

性がある場合には、法人等の行為と、行為をって書いてありますが、行為を評価することができ、新法の規制の対

象になると考えていますと、このように具体的に答弁されていらっしゃいます。 

 ここで伺いますが、使用人と同程度の法人との関係性というのは、これ具体的にはどのような関係性が想定さ

れるのか、宗教法人の中で特段の役職にないような一信者は使用人と同程度と認め得るのか、お答えいただけま

すか。 

○政府参考人（植田広信君） 同程度と認め得ると考えております。 

○石垣のりこ君 一信者は同程度と認めるということですけども、これは、じゃ、もう誰しもその信仰を持って

いるということであれば、役職問わずこれはもうその法人との関係が認められるということでよろしいですか。 

○政府参考人（植田広信君） おっしゃったことの繰り返しになるかもしれないですけれども、寄附の勧誘して

いる者が個人であっても信者であっても、法人等の行為と評価される場合には対象になるということでございま

す。そこは、具体の事例でそう判断できない場合もあるかもしれないですけれども、そう判断できる場合には対

象になるということでございます。 

○石垣のりこ君 いや、何かその使用人と同程度ということの内容がイメージしづらいわけですよね。一個人、



どうしてこういう質問をするかといいますと、統一教会の被害の場合は該当の、当該の個人がいるであろうこと

はもちろん推測できるんですけども、基本的に個人の責任にして、組織としての責任を追及されないようにいわ

ゆる責任を押し付けてしまうということが生じているわけです。 

 一信者が勝手にやっているとか、若しくはその支部の単位でやっているとか、あとは関係の法人だったり団体

がやっているということで、そうやって責任を転嫁するのが悪質な手口としてありますので、法人との関係性を

どこまで認定し得るのかというのが被害救済を図る上で非常に重要なポイントだと思いますので、これはちょっ

ともう、改めてもう一回ちょっと答弁求めたいと思いますけれども、特に役職とかもなくごくごく普通の一般の

信者でも、その信仰を持って寄附の行為をしていれば、それはもう信者として、あっ、信者って、組織としての関

係は認められるということでいいんですか。 

○政府参考人（植田広信君） そこは現実にどうなっているかということでして、今おっしゃったように、実はや

らせているのにやらせてませんって言っているのはうそですので、そこは調べていけばきっちりと事実が認定で

きるはずだということです。 

 一方、本当に何の関係もない場合には関係ございませんので、そこは関係ないという当たり前の話かと思いま

す。 

○石垣のりこ君 いや、あなたがやったんでしょうっていって、ある意味、法人側としては、あなたの責任ですよ

ね、私たちは言っていませんみたいなことで、その役割を与えられた一個人の信者さんは、自分が責任を負うこ

とが今ここでの私のこの教団の中の役割なんだと思って、責任をあえて自ら引き受けようとされたりすることも

あるわけですね。 

 そういう場合に、本人が例えば否定して、いや、私の個人のことですと言った場合には、それはこの団体という

のか法人との関係というのは、これは認められないんですか、否定された場合には。済みません。 

○政府参考人（黒田岳士君） そういう実態を把握するために報告徴収ができるようになっているものと認識し

ております。 

○石垣のりこ君 それ報告徴収まで行けばいいんですけども、なかなかそこまで行かないという実態があったの

で、これがどの程度また使われるかということになってくるんだと思いますが、取りあえず一個人でも、まあこ

れもケース・バイ・ケースということにはなるんでしょうけども、一応法人との関係は認められるというふうに

御答弁いただいたというふうに私としては受け止めますが、その上で、新法案の寄附の勧誘行為に係る規制対象

についての話を今伺ったわけなんですが、この禁止の対象についてちょっと伺いたいと思います。 

 今回の法案では、禁止の対象を寄附に限定しています。で、売買契約やサービス提携契約が除外されていると。

政府からは、無価値なものの売買契約は事実上寄附と認定できる旨の答弁がなされておりますが、この宗教的な

物品やサービス提供というのは、これ、いわゆる無価値というふうに判断され得るんでしょうか。 

○政府参考人（植田広信君） そこは一般論で申しているわけではございませんで、例えば、それは信仰されてい

る方にとってはその紙一枚でも貴重なものであると、価値があるものというのは当然だと思いますけれども、答

弁で申し上げたのは、その物品の原価でありますとか販売の経費でありますとかと比べて販売価格が釣り合って

ないというような場合に、その信者、信じてない方から見ればそんなに価値のあるものなのだろうかというよう

なことということでございます。 

 信じている間にはもちろんそれで構わないわけですけれども、これが、マインドコントロールが覚めて、それ

はだまされていたということであれば、そのときにその方にとっても無価値なものになるということではないか

というふうに思っております。 

○石垣のりこ君 例えば、寄附と認定できるのか、まあ宗教的なサービス提供と言ってもいいのかもしれません

が、祈祷を例に挙げると、祈祷というのはこれ消費者契約法の対象になるんですか。 

○政府参考人（植田広信君） はい、対象になります。 

○石垣のりこ君 これで祈祷が対象になるんだったら、消費者契約法では、言ってみると適切な役務提供と霊感

商法としての役務提供との区別ができるということでよろしいですか。 

○政府参考人（植田広信君） ちょっともう一度御質問いただけますか。 



○石垣のりこ君 祈祷が消費者契約の対象になるという場合に、まあなるというふうにお話があったんですけど

も、その場合、適切な、いわゆる祈祷の中でも適切な役務であり得るのかそうでないのか、若しくは祈祷以外のほ

かのものもあり得るかもしれませんけれども、霊感商法としての役務提供であるのかということの区別ができて

消費者契約法の対象として扱っているということでよろしいですか。 

○政府参考人（黒田岳士君） サービスの内容が適当か適当でないかということでこの消費者契約の後の取消し

権について議論されるのではなくて、その祈祷のサービスを提供するに当たっての勧誘の仕方が不適切な勧誘の

仕方になって、さらにそれが、その困惑を受けて、それを、本来そんな祈祷サービスなんか受けたくもなかったの

に何か受けてしまったというのを後から取り消せるといった考え方がこの消費者契約法の考え方でございますの

で、その実際の祈祷サービスがどういうものかとか、その価値が幾らとか、そういうことが一義的に関係するわ

けではございません。 

○石垣のりこ君 それは、でも、消費者契約法の対象になって、その霊感商法であり得るのか、それとも適切なサ

ービスであるのかということが判断され得るということだと思うんですが、そうではないんですか。 

○政府参考人（黒田岳士君） そもそも、別にその消費者契約法は霊感商法イコール悪という位置付けでやって

いるわけではございません。別に霊感商法一般に、その呼び方としては、この霊感商法と一くくりしていいのか

どうか分かりませんけども、そういった、例えばこの招き猫を置いておけば商売繁盛につながるとか、広げ始め

れば入り得る、例えばこの数珠を売ると運勢が良くなるとか、そういうのも含めた概念でありますので、別に霊

感商法イコール悪いものとして位置付けてその取消し権の対象にしているというわけではなくて、そういった霊

感というふうに呼んでいますけども、そういった、なかなか科学的な説明できないようなことを言うことによっ

て更に不安をあおったりとか、それに乗じるという、その勧誘の仕方が問題ということで、そういった、逆に言う

と、その霊感商法を悪用する、宗教などを皆さんがいろいろ信じているのを悪用して不当に勧誘するということ

については、意思表示に瑕疵をもたらすので後で取消しができるというふうにしているというのが消費者契約法

の考え方でございます。 

○石垣のりこ君 消費者契約法の中で、個別の具体的な例というか、ある程度その条件というのはあると思うん

ですけども、判断できるということであれば、新法案の四条六項の禁止行為において、政府が必要不可欠である

と、必要性と切迫性の両条件を課す理由としてこう挙げていらっしゃるわけです。必要不可欠を単に必要とする

と、厄払いなど一般的に許容されている宗教活動等にまで対象が広がってしまいかねず、真に取消しに値する程

度に不当な勧誘行為を適切に捉えることが困難になると考えられるというふうに答弁はあると思うんですけども、

これ、消費者契約法で適切であるか、それとも霊感商法であるのかということが判断できるならば新法案でも区

別し得るので、必要不可欠にする必要がないということにはならないですか。 

○政府参考人（黒田岳士君） そこの、その困惑、その不適切な勧誘をどういったもので類型化するという部分の

考え方については、消費者契約法も今回提出させていただいている新法もそこの部分は基本的には同じでござい

ます。 

 先ほどから申し上げていますように、霊感商法だから駄目だということではなくて、そういったものを悪用し

て不当に勧誘をした上で、今回の事例でいいますと、とても考えられないような多額な寄附を募っていることに

ついて禁止していこうとか、そういったことをやろうとしているのが新法でございますので、その霊感、何度も

繰り返しになりますが、霊感商法そのものを悪者として扱っているわけではございません。 

○石垣のりこ君 なので、祈祷も入ってしまう場合もあるかもしれませんけど、入らない場合もあって、それは、

判断基準が消費者契約法の中で判断できるのであれば、その新法の中で祈祷が入るからそこに必要不可欠としな

きゃいけないんだということが成り立たないのではないだろうかというふうに思ったわけなんですけども、必要

不可欠とまで書く必要がないのではないかということを申し上げたいなというふうに、私はこういうふうにちょ

っと解釈をして今質問させていただきました。 

 続いて、配慮義務について伺います。 

 この寄附の勧誘を行うに当たってなんですが、これ、いわゆる配慮義務というふうに今回付されました第三条

ですけれども、この配慮義務に違反する行為っていうのは、これ具体的にどんな行為が挙げられるんでしょう。 



○政府参考人（植田広信君） 配慮義務につきましては、今、三条の書き方でございますけれども、例えば、第一

号では適切な判断をすることが困難な状態であるとか、第二号では生活の維持を困難にすることがないようにす

ることといったように、勧誘によってもたらされた結果の個人の状態を規定しているということでございます。 

 これは、いかなる行為によったものであったとしても、寄附勧誘の際にはそのような結果をもたらさないよう

にすべきという規範を示しているものでございますので、だから、何をやったかっていう、にかかわらず、こうい

う状況に陥らせないようにというような規定でございます。 

 なので、ここに、こういうことに陥るような勧誘の行為というのは様々ございますけれども、例えばというこ

とでいいますと、一のその適切な判断をすることが困難な状態に陥ることがないようにすることというのは、例

えば統一教会がやっているような洗脳の方法であるとか、それから、生活の維持を困難にすることがないように

することということであれば、通常の年収に比べて巨額の寄附を要求するとか、そういった様々な行為が入り得

るということで、ここはもう限定して列挙するのはちょっと困難かなというふうに考えております。 

○石垣のりこ君 結構抽象的なお話もあったと思うんですけども、その配慮義務で今ちょっと挙げていただいた

ようなものの中に、いわゆる四条、五条の禁止行為に該当するようなものというのはないんですか。 

○政府参考人（植田広信君） それは当然ございます。 

○石垣のりこ君 ということは、物に、具体的な物によって、今、配慮義務にカテゴライズされるようなものも四

条、五条の禁止行為といわゆるかぶっているところがあり得るっていうことなんですね。 

○政府参考人（植田広信君） はい、おっしゃるとおりでございます。 

○石垣のりこ君 その場合は配慮義務が優先されるのか禁止行為が優先されるのかっていったら、禁止行為の方

なんですか。 

○政府参考人（植田広信君） そこは主張の仕方と思いますけれども、一番主張したいことを実現するためのも

のが優先されるということとなると思います。 

 取消しがされ、取消しを、契約ないし寄附の意思表示の取消しをされたいのであれば四条で主張すべきですし、

不法行為で要求するということであれば三条ということもありますし、五条ということもあるということだと思

います。併せてやるということも当然あるということでございます。 

○石垣のりこ君 何か非常に漠然としていて、禁止行為でもあり得て配慮義務でもあり得るという場合に、結局

その主体が何を求めるのかによってどちらかを取り得るという、主張し得るということになるということで、ど

う判断したらいいのかちょっと私も今悩ましいところなんですけども。 

 私もその配慮義務の中でも、やはり、もちろん全部これ基本的には禁止行為として格上げというか、規定すべ

き内容であるということは、もう私以外にも今までもいろんな方が御主張されていることですけれども。 

 どうしてかというと、これも皆さんある程度共通の認識があるかと思いますが、統一教会の被害実態を考えた

ときに、この第四条における禁止行為ありますが、これ、この禁止行為が起こる前段として、自由な意思の抑圧で

あったり、例えば三条の三項に該当するのではないかと思われる正体隠しの勧誘みたいなものがこの被害実態の

中で多くを占めているわけですね。 

 四条に挙げられているような行為はもちろん禁止すべきなんですが、四条に示されている禁止行為を成立させ

る要件の一つとして、その前段に勧誘、勧誘における配慮義務違反的な行為があった上で四条が成立していると

いうことで、前段が配慮で後段が禁止ということになると非常につじつまが合わないというか、この成立要件の

前段をちゃんと否定してあげないと後段の意味が薄れてしまうのではないかという懸念がございます。 

 寄附が必要不可欠であるとの働きかけがなくても寄附をするということが起こりやすくなるということで、信

仰からの使命感とか責任感を利用することによって教団への寄附がなされるというケースが多いからこそやはり

問題で、そういう状況が生じるのは何かというと、その第三条に掲げられている配慮義務が前段にあって、そこ

が入口となって禁止行為というふうにこの法律の立て付け上は掲げられている行為が生じてしまっている、そこ

に陥りやすくなっているという、そういう被害実態を鑑みると、やはり配慮義務は禁止規定にすべきものである

というふうに申し上げたいと思います。 

 特に、正体隠しの勧誘というのがこれ非常に罪深くて、正体を隠していいことをしてくれる足長おじさんみた



いなんだったらいいんですけど、真逆なことをするわけですよ。そう考えると、やっぱり正体隠しというのは、こ

れは司法の場でもこれ違法性は指摘されているわけですから、この部分はしっかりこの新法の規制の対象として

禁止行為とすべきであるというふうに申し上げたいと思います。是非今後前向きに検討していただきたいと思っ

ております。 

 さて、では、ちょっと修正部分について一点伺いたいと思います。 

 六条の、配慮義務の遵守に係る勧告等が加えられました。この一項には、勧告の条件として、第三条の規定を遵

守していない当該法人から寄附の勧誘を受ける個人の権利の保護に著しい支障が生じていると明らかに認められ

る場合において、支障が生ずるおそれが著しいと認めるときはというふうにあります。 

 これ、法人が規定を遵守していないと把握し、著しい支障が明らかに認められると判断する基準というのはあ

るんでしょうか。何を指標とするのかと、かつ、どのようなプロセスで把握されて判断されるんでしょうか。 

○衆議院議員（山井和則君） 御質問ありがとうございます。 

 今、石垣委員からお話ございましたように、六条に定めておられる要件、すなわち寄附の勧誘を受ける個人の

権利の保護に著しい支障が生じていると、それが明らかに認められる場合、更に同様の支障が生ずるおそれが著

しいと認められる場合には、当該法人等に対して勧告が行われます。 

 それで、ついては、今ありました具体的なことでありますけれど、勧告の個別の要件についてもお尋ねいただ

きましたが、最終的には個別事案に応じての判断になりますけれど、例えば、個人の権利の保護に著しい支障が

生じていると明らかとは、例えば、寄附の勧誘を受ける個人の権利が侵害されたことを認定した判決があるなど、

著しい支障が生じていることが客観的に明らかになっている場合等を念頭に置いております。 

 また、更に同様の支障が生ずるおそれが著しいとは、例えば、今述べたような寄附の勧誘が組織的、計画的に行

われ、現に多くの被害が生じているなどの事情から、将来的にも被害が繰り返されると容易に予見される場合な

どが該当するのではないかと考えております。 

 政府においては、行政措置の要件について判断基準の策定を行うことなどにより、適時適切な判断を行うこと

ができるよう体制を整備していただきたいと考えております。 

○石垣のりこ君 今かなり高いハードルが示されたと私は受け止めたんですけども、以上で修正案の提出者の方

は退室していただいて結構です。ありがとうございます。 

 お計らいいただいてよろしいでしょうか。 

○委員長（松沢成文君） 修正案の提出者の皆さんはここで御退室いただいて結構でございます。 

○石垣のりこ君 今の御答弁をいただいた上で、この配慮義務の実効性が高められたということでこの六条の項

目が付加されたわけなんですけども、一方で、著しいとか明らかにと、程度が甚だしいという点で配慮義務違反

に対する行政措置のハードルが高くなるのではもしかしたらないだろうかというの、今のちょっと回答からちょ

っと若干懸念を感じております。 

 その上で、ちょっと、七条の禁止行為に係る報告、勧告等についてとちょっと比較して伺いたいんですが、この

禁止行為に係る報告、勧告等の措置基準、意思決定プロセスについて、これ六条との違いというのはあるんでし

ょうか。 

○政府参考人（黒田岳士君） 基本的に、その六条に書いてある部分の、例えば、引き続き当該行為をするおそれ

が著しいと認めるということについては同じ文章が書いてありますので、基本的にその同じ部分については同じ

ような考え方が適用されるということでございます。 

○石垣のりこ君 同じプロセスで、ある程度その流れは同じということなんですけども、先ほどの配慮義務違反

の遵守に係る勧告等が、その違法の判決例であるとか組織的に大きく関わってというようなことが同等にあって、

通常であれば、配慮義務の方が間口が広くて、より初期の段階で行政の介入ができる、その後、もし禁止行為に至

るようなことがあれば、これは、その流れはその時々によって変わるかもしれませんけれども、七条の禁止行為

に至るというのが段階としては自然なのかなと思いますが、この六条の配慮義務の遵守に係る勧告の方のハード

ルが余りにも高くなってしまうのは、ちょっとこれは今後実際に運用していく中で要検討していただきたいなと

いうふうに思います。 



 禁止行為に関してなんですが、七条の四項において行政措置を行ったことを公表することが定められています。 

 公表することによってどんな効果が期待されているのかということを考えますと、行政処分された法人名が公

開されることによって、この法人に対して、あるいは法人の行った行為と同等の手口に関して注意喚起をする、

被害が広がらないように周知するといった効果が期待できると思うんですが、しかし、問題となっている今回の

法案につながったこの統一教会の被害実態というのは、何度も申し上げていますように、いわゆる正体隠しをし

て信仰に誘うということが多いわけですよね、あるいは関連団体を名のって誘うということで。とすると、正体

隠しの勧誘行為が配慮義務であると、事業所名を公表することの抑止効果というのは、これ、どうしても乏しく

なってしまう、低減してしまうのではないかと考えますが、いかがですか。 

○政府参考人（黒田岳士君） 仮に事業者名の変更があったとしても、変更前後の名称を公表するなど、事業者名

を特定するために必要な情報はしっかり公表する必要があると認識しております。 

○石垣のりこ君 その公表された事業名が皆さんに伝わっていなかったら、その分の抑止効果であったり注意喚

起の力が弱まってしまうということで、やっぱりこの部分はしっかりと、配慮ではなくて禁止行為にすべきだと

いうことの理由の一つにもなるのではないかというふうに考えます。 

 続いて、今回の新法案なんですけども、法人等による寄附の不当な勧誘の防止に関する法律案ということで、

法人等による寄附が対象になっております。 

 これ、新法案と宗教法人法、公益財団法人法、こういうこと、まあ法律が関わってくるというふうに考えます

が、禁止規定に違反する行為というのは、宗教法人法の八十一条の解散命令におけるこの法令に違反しという文

言がありますが、これに当てはまるのかと、また配慮義務の第三条の違反には当てはまるのか、お答えください。 

○政府参考人（小林万里子君） お答え申し上げます。 

 新法案の四条、五条の禁止行為に違反した場合はもとより、三条の配慮義務違反の行為があった場合も、宗教

法人法八十一条一項一号の法令に違反しに該当し得ることとなります。 

○石垣のりこ君 含まれるのであれば、新法案によって違法行為が認められた場合も解散命令の要件に積み重な

っていくということになりますよね。今国会では、当初、刑法等の等に民法の違法行為が含まれないという話で

したけども、答弁修正なされまして民法も含まれるということで、今回の法案がこういう形では生きていくとい

うことになるんだと思います。 

 その上で、より実効性をこの法律が発揮していくためにちょっと運用の面で考えていただきたいことがあるん

ですが、宗教法人法と公益法人法との兼ね合いについて、やっぱりこれ、よりその関係省庁、主管省庁と連携を深

めていくということが必要になると思うんですが、他省庁との情報共有というのをした方がよいのではないかと

いうものがあります。 

 これ、宗教法人法の収支決算書なんですけれども、まず確認したいのが、宗教法人のこの収支決算書、まあ会計

帳簿のようなものですが、この閲覧について現行の運用状況をまず確認したいんですが、ちょっと十二月の八日

の文芸春秋にこんな記事が掲載されていまして、ちょっと内容の確認をさせていただきたいと思います。 

 九五年の宗教法人法改正によって宗教法人は毎年、収支計算書を文科省の外局である文化庁に提出することが

義務付けられました。これは、オウム真理教事件を機に最低限の実態把握が必要だという問題意識によるもので

したが、各宗教団体は信教の自由に触れると猛反発。そのため当時の文科省は公開された書類は一切外に出さな

いと約束し、何とか了承を得たと。これが文科省の関係者の言です。 

 さらに、九七年、宗教法人を所管、管轄する文化庁文化部宗務課長に就いた前川喜平元文科事務次官がこんな

ことをお話しされています。宗務課では、書類の提出を受けた担当の係長が、収支計算書や財産目録の体裁が整

っているかという最低限の確認をするだけ。それ以降は、誰も見られないように、宗務課の金庫で保管していま

した。それは課長の私ですら見ていないのですから、部長や大臣も見ることは一切ないというふうに、このよう

にお話をされていらっしゃいます。 

 その上で、現行、これ、九五年に宗教法人法が改正されて、九七年の当時のお話ということで語られていますけ

ども、当時、実際どうであったのか、また、現在の宗教法人のこの収支計算、あっ、決算書の運用状況どうなって

いるか、この二点、お願いします。 



○政府参考人（小林万里子君） お答え申し上げます。 

 御指摘の平成七年の宗教法人法改正によりまして、財産目録や役員名簿などの事務所備付け書類の写しの所轄

庁への提出が義務付けられたところでございます。 

 これらのうち、事務所備付け書類の写しの提出を認める、あっ、求める趣旨は、当時、所轄庁が設立後の宗教法

人の実態について把握できるのは、規則変更、合併、任意解散の認証の場合等、一定の登記事項の届出の場合のみ

に限られていたため、所轄庁が権限を適正に行使できるようにするためには宗教法人の管理運営に関する実態の

把握を継続的に可能にする制度を設ける必要があったからと承知しております。 

 なお、御紹介ございました記事につきまして、私も拝見いたしましたけれども、その記事の中で例えばござい

ました、公開された書類は一切外に出さないとお約束したとか、そういった詳細の事実関係については承知して

おりません。 

○石垣のりこ君 その上で、現在の運用状況ってどうなっていますか。 

○政府参考人（小林万里子君） 失礼いたしました。 

 現在は、文化庁におきまして、宗教法人から毎年度提出されます財産目録及び収支計算書等の写しの確認を担

当者がいたしまして、当該法人からの相談の機会などを通じまして宗教法人として実際に活動しているかなどの

実態を継続的に確認させていただいております。 

○石垣のりこ君 その閲覧に関して、宗教法人が信者そのほかの利害関係者に不当な目的でなければ閲覧させな

ければならないというような運用の規定ってありますか。 

○政府参考人（小林万里子君） 宗教法人法二十五条にございます。 

○石垣のりこ君 その二十五条のそのほかの利害関係者に消費者庁というのは入り得るんでしょうか。 

○政府参考人（小林万里子君） 今回の先生御指摘の点は、恐らくそういった情報の共有、文化庁と消費者庁での

情報の共有ということだと思います。 

 宗教法人法二十五条といいますよりは、今回もしお認めいただけます新法の第十三条の方で、まず、内閣総理

大臣が新たに関係行政機関の長に対して資料の提供、説明その他必要な協力を求めることができるということに

なるかと存じます。 

 ただ一方で、新法の十二条におきましても、信教の自由に十分配慮しなければならないとされていますのと、

先生も今御紹介ございましたような宗教法人法上も、所轄庁が宗教法人から提出された書類を取り扱う場合に、

宗教法人の宗教上の特性及び慣習を尊重し、信教の自由を妨げることがないように留意しなければいけない、こ

れ御紹介ございました点でございますが、そういったことに鑑みますと、宗教法人の書類の取扱いは具体的には

個別具体に判断させていただくことになるとは思います。 

○石垣のりこ君 収支報告書、あっ、収支決算書について、やみくもに別に公開してくれともちろん言っている

わけではなくて、もちろんその信教の自由もろもろ様々な諸事情もあり、それを何か今誰にも見せろということ

ではなく、あくまでも新法案の実効性を高めていく上で、関連する省庁との情報共有をしていく中のその情報の

一つとして有益、有効であるのではないだろうかという考え方の下に伺っておりますので、その点は重ねて申し

上げておきたいと思います。あくまでもその省庁間の中で有用な情報として共有していただくということもある

のではないかという御質問でございました。ありがとうございます。 

 今の件に関して、河野大臣、済みません、ようやく質問させていただきますけども、この情報共有という点で、

宗務課が入手した宗教法人のこの財務状況の情報ですね、これを消費者庁側に伝えてもらう、その有効性であっ

たり必要性についてはどのようにお考えですか。 

○国務大臣（河野太郎君） 新法の十三条ですか、内閣総理大臣は関係行政機関の長に対して、資料の提供、説明

その他必要な協力を求めることができる、そう規定をしております。 

 文化庁を始め関係省庁に資料の提供等は依頼をするということに当然なるだろうと思いますし、また、文化庁

から必要な協力を得ながら、連携して必要な法の執行に当たっていきたいと思います。 

○石垣のりこ君 ありがとうございます。 

 あくまでも統一教会のような被害を今後生まないために必要な情報を連携して得ていくという、その実効性を



高めていくというために有効な手段の一つであると思いますし、今前向きの御答弁いただいたというふうに考え

ます。ありがとうございます。 

 続いてなんですが、債権者代位権について伺います。 

 これ、債権者代位権の行使についてなんですが、今回の法改正の特例規定がなくても、もし適切な行政の支援

があれば、現在までの扶養請求権、この扶養請求権に基づいてこれ救済ができるのではないかというふうに考え

ますが、消費者庁ではこれどのぐらい救済ができるというふうに、見通しというか、何かこういうケースが救わ

れるというような、そういう御見解はございますか。 

○政府参考人（植田広信君） 現行の制度につきましては、今回、個人の扶養義務等に係る定期金債権を対象とし

ておりますけれども、そのうち、現行の制度でいいますと、確定期限が到来している部分だけが対象になるとい

うことでございます。なので、毎月仮に十万円支払えと、月末に払えといったものが、これまで支払期限が来てい

るものは対象になりますけれども、将来の部分については対象ではないという制度でございますので、現行でも

確定しているものについては代位で取り返すことができるということに限られるということでございます。 

 確定期限、今で申し上げた例でいいますと、毎月毎月期限が到来しますので、それを毎月毎月請求していくの

かということは余り現実的じゃありませんので、将来に生じる分も含めて対象として、それについては保全をす

るというようなやり方が今回の仕組みということでございますので、おっしゃるとおり確定しているものについ

ては現在でもできると、期限が未到来のものについてを今回対象にしたということでございます。 

○石垣のりこ君 使いづらい、余りこの扶養請求権使われないというようなことも聞いております。なので、逆

に言うと、この扶養請求権を使いやすくし得るということももしかしたら可能だったのではないだろうかと。既

存の法律という点では、ちゃんと行政の支援が行き届いていればこういうことも一つの対処、対応の選択肢の一

つとして使えたのではないかというふうに考えますけれども、河野大臣、この件に関してはどのように総括され

ますでしょうか。 

○国務大臣（河野太郎君） 今御説明申し上げましたように、これまで確定したものについてはこれできるわけ

ですけども、恐らく将来にわたってこの特例を使って権利を行使するというのが大事なんだと思います。一月ご

とにやるわけにもいきませんし、今日までの分をまとめてやったにしろ、またどっかの段階で過去の分をやらな

ければいけないというのは、これは余り現実的ではないと思います。 

 今回の特例によって、将来のある程度のところまできちんと供託をさせるということでその分を確保すること

ができるようになったわけでございますので、やっぱりこの意義というのは非常に大きいものがあるというふう

に思っております。 

○石垣のりこ君 新法では債権者代位権ということでこれが適用し得るということではあるんですが、条件とし

て、親が無資産であるという、こういう非常に高いハードルが設けられております。この無資産であることの妥

当性について伺います。 

○政府参考人（植田広信君） 無資産が要件といいますのは、現行の制度、民法上そうなっておるということでご

ざいまして、今回そこには特例を設けていないということでございます。 

 無資産、無資力の、無資力が要件に、失礼いたしました、債務者が無資力である場合に限って認められるという

のが現在の民法上の仕組みでございます。これを外すということはその民法自体の考え方をまた整理する必要が

ありますので、大きな変更になるということで、今回は対応、対処、そこの特例については設けていないというこ

とでございます。 

 仮に、債務者、この事例でいいますと、親が無資力でない場合については親にまずは請求することができると

いう点からも、そこまでここの要件を外すということについて今の時点では必要であるということには判断をし

なかったということかと思います。 

○石垣のりこ君 未成年で、親が信仰を持っていて、その扶養されているという立場にあって、親を何らかの形

で、こういう形で要求をするということ自体が非常にハードル、それこそハードルが高いことでありますので、

これ本当に大きな課題だというふうに考えます。 

 現状のその民法に沿ってということなんですが、現状、だから、現状で対応できないものがたくさん、多いから



こそ新法を作っているわけですから、それを当てはめたということだと余り進歩がなさ過ぎると思うんですよね。

なかなかその検討する時間がなさ過ぎたということはもちろん重々承知の上ですけれども、ちょっと余りにもこ

の無資力であるという、そのまま用いるということ自体は非常に安易なのかなというふうに、今後の課題として

この点もしっかりと検討していただきたいと思います。 

 そろそろ時間ですのでまとめたいと思いますが、冒頭でも述べましたように、半世紀にもわたろうという統一

教会による深刻な被害実態というのがこのおよそ半年にわたって本当に明らかになってまいりました。その中で、

半世紀にわたる被害実態というのが本当にここの数か月の間にこう一気に噴き出して、もちろんそれまでもいろ

いろ指摘はされてきたわけですけれども、そのときには分からなかったことも含めて、様々噴出してきたわけで

ございます。そんな中で、冒頭にも申し上げましたように、今回のこの新法ができたというのは非常に画期的な

ことであるというふうには考えます。だからこそ、今回の法律が施行されたときに、真に被害者の救済となるよ

うな実のあるものでなければならないということを改めて申し上げたいと思います。 

 この法案、まだまだ苗木の状態だと思いますので、私たちは、今申し上げたようないわゆる宗教二世の問題が

今回のこの法案ではなかなか救い難い、救済し難いという大きな課題もございます。その課題、もう深刻で本当

に深遠、深い課題を私たちがやっぱり政治の責任としてしっかりと引き受けて、これを解決に向けて取り組んで

いく、そのことが私たち本当に求められていると。私も議員の一人としてしっかりと取り組んでいくことを申し

上げて、質問を終わります。 

 ありがとうございました。 

 

                                                 

 

○石橋通宏君 立憲民主・社民の石橋通宏です。 

 会派三人目で質問させていただきますが、まずは、今回理事を務めさせていただいている立場で、やっぱり一

言苦言を呈しておきたいと思います。 

 参議院でも、この大切な法案、みんなでしっかりとして与野党挙げて真摯な議論をしていかなければならない

と強く使命感も持って思っておりますが、今回の立て付け、昨日衆議院で参議院に送られてきたばかりであの本

会議、そして今日、いきなりまあ八時間、トータルで質疑をさせていただく。今日質問に立たれる皆さんも、まあ

本当に昨日いつの段階で通告をされたのか。それに対して、役所の皆さん、寝てないんじゃないですかね。これで

充実した審議と言えるのかということは、私たち参議院、熟議の府としての役割としてもやっぱり極めて遺憾だ

と思います。本来であれば、衆議院での質疑、答弁、しっかり精査させていただいた上で、どこが足らざるところ

なのか、そういったところをやっぱりやらなきゃいけないと思うんですよ。 

 それが、残念ながら、こんな何か時間のない中での対応になっていること、極めて遺憾ですし、そんな中で河野

大臣先頭に役所の皆さんも御奮闘いただいていることには感謝を申し上げたいと思いますけれども、最後まで

我々は審議尽くしていきたいと思いますので、大臣始め政府側にも真摯な答弁、丁寧な答弁、少しでも前進的な

形がつくれるようにということで対応いただきたいと思っておりますので、そのことを苦言とお願いも込めて申

し上げておきたいと思います。 

 その上で、質問に入りたいと思いますが、今日、前段で、今日、文科副大臣、簗副大臣おいでいただいておりま

す。 

 改めて、この間の経過ということで、なぜ旧統一教会に対して長年の間解散命令請求が行われなかったのか、

そして同時に、二〇一五年の旧統一教会の名称変更に係る経過について、なぜいまだに文化庁はその経緯を明ら

かにしようとしないのかという点について改めて確認します。 

 副大臣、この国会のさきの予算委員会で、僕らびっくりしたことが起こりました。岸田総理が一夜にして答弁

を百八十度転換してしまうと。衆議院の予算委員会で我が党の長妻議員に対して、解散命令請求、その要件は刑

事罰だけなのだとおっしゃった翌日に、参議院の予算委員会で我が党の小西委員に対して、いや、民法の不法行

為も入るのだと。このむちゃくちゃな百八十度の転換はなぜ起こったのか。副大臣、そもそも衆議院での答弁が



間違っていたのではないでしょうか。 

○副大臣（簗和生君） 御指摘の点についてですけれども、まず、これは十月の十八日の総理の答弁ということで

ございますけれども、こちらについて、民法上の不法行為は入らないと総理が答弁をされたのは、この宗教法人

の解散命令の要件として東京高等裁判所が示した、この刑法等の実定法規の定める禁止規範又は命令規範につい

てに関連をした中で、この決定の内容についてのお尋ねがありましたので、これまでの考え方を説明されたもの

というふうに理解をされています。 

 そして、十九日の、十月十九日の総理の御答弁では、この十八日の国会審議を受けて関係省庁で集中的に議論

をした結果、今後、個別の宗教法人について解散命令請求を検討するに当たっては、報告徴収・質問権を行使して

把握した事実関係等を踏まえ、東京高裁決定に示されている内容も参考に、宗教法人法に基づき、行為の組織性、

悪質性、継続性等をその個別事案に応じて判断していくと整理したことを説明されたものというふうに承知をし

ております。 

○石橋通宏君 なかなか総理答弁が間違っていたと正面から認められないからいろいろ理屈を考えられたんだと

思いますが、そもそも宗教法人法八十一条にはどこにも刑事罰でなければならないなんて書いてないのはずうっ

と我々が指摘をしてきた。何でですかね。 

 じゃ、民法の不法行為も入るというならば、それを確認していただいた時点で旧統一教会に対しては解散命令

請求できるじゃないですか。なぜその場ですぐにしなかったのか、そのこともお答えください。 

○副大臣（簗和生君） 解散命令の要件は宗教法人法に厳格に定められております。したがいまして、この宗教法

人法に照らしてこの解散命令の請求の適否を判断するためにも、まずは報告徴収・質問権の行使等を通じて旧統

一教会の業務等に関して客観的な事実を明らかにする必要があり、その上で法律にのっとり必要な対応を行って

まいるというふうになっております。 

 報告徴収・質問権の行使による情報収集の結果として、あるいはその途中であっても、解散命令を請求するに

足る事実関係を把握した場合には、速やかに裁判所に対して解散命令を請求することとなります。 

○石橋通宏君 それを言うなら、なぜ今の今まで報告徴収・質問権を行使しなかったのですか。 

○副大臣（簗和生君） 先ほど来申しましたけれども、この解散命令の要件につきましては宗教法人法に厳格に

定められているところでありまして、この、従来、旧統一教会については、この解散命令の請求を行う事由等に該

当する疑いがあるとの判断には至っていなかったというところでございます。 

○石橋通宏君 いや、おかしいじゃないですか。不法行為の実例というのは既に過去からずうっとあった。であ

れば、とっくに質問権の行使をしていてもおかしくなかった。にもかかわらず、長年ずっとそれをしなかった。今

になって慌ててやっている。その間にどれだけの犠牲者が出たんですか、被害者が。どれだけの家族が崩壊した

んですか。 

 そのことについて、副大臣、反省があるんでしょうか。 

○副大臣（簗和生君） 旧統一教会の被害者の方々が存在するということにつきましては、政府として深刻に受

け止めなければならないと考えております。 

 このため、政府としては、旧統一教会に関し、宗教法人法に基づく報告徴収・質問権の行使等を通じた事実把

握、実態解明、そして相談体制の強化等による被害者の救済、そして今後同様の被害を生じさせないための法制

度の見直しという三つの対策を並行して進めているというふうに承知をしております。 

○石橋通宏君 全然過去の反省に立った答弁ではないのが極めて遺憾です。そこをしっかり反省しないと前に進

めない。だから、我々は、この三十年以上の政治の不作為、昨日も本会議で申し上げました、それを我々みんなが

しっかりと受け止め、反省して、なぜこれだけの被害者を生み出し続けてしまったのかと、そこをしっかりやら

なきゃ駄目じゃないですか。 

 質問権の行使がされました。既に旧統一教会は質問に対する回答を寄せたと言っておりますが、届きましたか。 

○政府参考人（小林万里子君） そのような報道があったことは承知しておりますが、現時点で、私ども、まだ受

け取ってございません。 

○石橋通宏君 これ受け取ったら、その中身はどういう対応されるんですかね。これ、公開していただけるんで



しょうか。 

○政府参考人（小林万里子君） 受け取ったということはお知らせをさせていただきたいと思いますけれども、

中身につきましては、今後執行させていただきます報告徴収・質問権の効果的な執行に影響いたしますので、そ

れは差し控えさせていただきたいと考えております。 

○石橋通宏君 公開すべきじゃないですか。そして、国民の皆さんにもこの実態というものをしっかり見ていた

だいて、そしてまたこれがいたずらに先延ばし、引き延ばしになって、うやむやになって、結局は解散権の行使に

至らないということにならないでしょうね。 

 副大臣、責任持って、これ今手続を、じゃ、この質問、回答返ってきた、それ、まあ手続上やりました、じゃ、

解散権請求へ行っていただけるんですね。 

○副大臣（簗和生君） 先ほど来申しておりますけれども、この報告徴収・質問権の行使というのは、まずしっか

りとこの旧統一教会の業務等に関して客観的な事実を明らかにするということでございます。そして、こうした

ものが、客観的な資料、証拠としてしっかりとしたものが認識をされれば、先ほど申したように、これはこの解散

命令の請求の要件に該当するということで判断をされれば、速やかにそれは裁判所にそうした請求をしていくと

いうふうになる、そのように考えております。 

○石橋通宏君 なぜ我々が心配するかというと、これ先ほど前川喜平元文科事務次官の話もありました。前川さ

んは、残念ながら質問権は恐らく使えないだろう、役に立たないだろうという懸念を既に示しておられます。現

在の法律の立て付けでは、仮に質問権行使して質問返ってきても、それを解散命令請求に結び付けるのは極めて

困難だろうとおっしゃっている。だから、皆さんが質問権を盾に取って、それでプロセス、プロセスと言うと、結

局解散命令請求に行かないのではないかという懸念をみんな持っているわけです。 

 副大臣、責任持ってこれ御答弁いただきたいと思いますが、これ、そんなことはないと、必ずこれ精査した上で

解散命令請求につなげるのだと、それが現在の質問権の法律上の立て付け上も可能なのだということを責任持っ

て答弁いただけますね。 

○副大臣（簗和生君） まずはこの旧統一教会から提出される文書等をしっかりと確認すると、これをまずしっ

かりとやらせていただきます。 

 その上で、今後の対応については、予断を持ってお答えするということは直接的には控えさせていただきます

けれども、いずれにしても、解散命令請求の適否について適正に判断するために、まずは、この旧統一教会の業務

等に関しての具体的な証拠や資料などを伴う客観的な事実を明らかにすると。そして、その上で、法律にのっと

り必要な対応を行っていくということでございます。 

○石橋通宏君 密室で、結局うやむやになって、先延ばしになって、今後も被害者を出し続けるようなことは絶

対にやめてください。そのことを強く申し上げておきたいと思いますし、できるだけ、それはもう当然様々公開

できない部分があろうかということは理解はしますが、しかしやっぱり、これだけ国民的な大きな議論になって

いる問題です。是非速やかにいろんな対応、具体的にいただけるように、それを責任持って我々もチェックでき

るように、せめて国会にはしっかりと報告をいただきたい、そのことはお願いし、我々もウオッチしていきたい

と思いますが。 

 もう一つ密室というのが、二〇一五年の名称変更に係る経過、プロセスです。これによってどれだけ、結局誤解

を与えて旧統一教会という名称隠しに加担をしてしまった、極めて重たい責任がある、そのことは副大臣、共有

されているんでしょうね。 

○副大臣（簗和生君） まず、事実的なことから申しますと、この二〇一五年の名称変更については……（発言す

る者あり）答弁続けてもよろしい……（発言する者あり）あの、事実関係の説明をさせていただきたいんですが。 

 この名称変更、二〇一五年の名称変更につきましては、宗教法人法の規定に従って手続を行い、その審査の過

程において法的な検討を重ねた結果として、本件、認証すべき案件であると事務的に判断したものであります。

このことは、担当の宗務課において当時の資料の内容の確認を行うとともに、当時の担当者から聞き取りを実施

したところによっても、特定の政治家の政治的な関与を受けて申請の受理や認証を行ったものではなかったと考

えております。 



 同時に、いわゆるこの二〇一五年八月の認証書の交付に当たっては、旧統一教会に対して、民事裁判の確定判

決で指摘されている状況を解消することを求めるとともに、正体隠しなどの批判をされることがないように、と

り得る最大限の措置を講ずるよう強く求めたという経緯があると承知をしております。 

 また、文化庁のホームページにおいて掲載されているこの宗教年鑑でも、変更前の旧統一教会の名称が併記さ

れているというところでございます。 

○石橋通宏君 今るる言われたけれども、だから、そのプロセスが正しく行われたかどうかを確認するために国

会にちゃんと資料を出してくれと。 

 十月十九日の予算委員会で、小西委員の質問に対して永岡文科大臣はこう答えておられます。当時の文書を把

握を確認しております、今聞き取り調査の精査を進めていて、宗務課定員八名の職員のうち七名が一生懸命フォ

ルダの捜索をしております。岸田総理がそのときにこう答弁されています。御指摘の点については、できるだけ

早く確認をするように指示をしたいと思いますと。 

 岸田総理からの指示は何だったですか。岸田総理の指示、ちゃんと来ていますか。 

○政府参考人（小林万里子君） はい、承知しております。国会の審議の方も伺っております。 

○石橋通宏君 じゃ、その岸田総理の指示に対して、この文書を早く国会に出せと。全然出てきていませんよ。一

ミリも出てきていませんが、一体いつこの確認したものを出していただけるんですか。岸田総理の指示じゃない

ですか。 

○政府参考人（小林万里子君） 文化庁宗務課におきまして、今探索しました結果、認証した際の決裁文書、それ

から文化庁と旧統一教会の応接録、名称変更の申請を受理する旨を文科大臣に報告した資料、それから同様に、

認証する旨を文科大臣に報告した資料に極めて類似する資料、これらについては把握しております。 

 ただ、これらにつきましては、宗教法人の非公知の事実に関する情報を含みまして、また行政内部の意思形成

過程に関する文書でございますので、不開示として扱わせていただいているところでございます。 

○石橋通宏君 それが極めて隠蔽体質だと。これだけ多くの被害者を出していながら、その行政のプロセスが適

正に行われたのかどうか、それに対して、極めて重要な国民の知る権利の侵害です。 

 改めて、そんな理屈でこの大切な文書を出さないなんて、これは国民が認めません。この法案の審議において

も、重ねて、これまでになぜ、なぜここまで政治の不作為によって被害者を出してしまったのか、極めて重要なプ

ロセスです。重ねて、これを出してください。 

 副大臣、今日、これ以上答弁求めませんが、これもう一回持ち帰って、これ文科大臣、あした総理おいでになり

ます、なることをこの後協議しますけれども、総理にもただしますので、総理に答弁いただけるように、用意して

いただくように、これはお伝えいただきたいと思います。 

 そのことをお願いして、済みません、今日、二問、二点にだけ絞って、副大臣、確認をさせていただきました。

いずれの点も極めて重要な点です。これから本当に絶対にもうこれ以上被害者を出さない、絶対にこういう過去

の経過を踏まえた上で対応していく、そのことについて責任持って対応いただきたいと思いますので、そのこと

をお願いして、以上で副大臣、これで結構ですので、退席いただいて結構です。 

○委員長（松沢成文君） 簗副大臣、退席いただいて結構でございます。 

○石橋通宏君 そういったこの間の経過、やっぱりこれをしっかりと明らかにした上で、我々はこの法案の中身

について審議、議論する必要があるということで、改めて確認をさせていただきました。 

 その上で、昨日、本会議で登壇、質問させていただきまして、政府から、岸田総理そして河野大臣からもるる御

答弁をいただいて、その内容について、ちょっと前向きな答弁をいただけたところ、そうではないところ、たくさ

んありますので、一つ一つ確認はしていきたいのですが。 

 今日、先に既に岸委員、それから石垣委員からも、衆議院からの発議者、今日、ありがとうございます、おいで

をいただきまして。修正部分についての御説明をいただいて、幾つか質問させていただいておりますが、私から

改めて、今回の衆議院の修正部分において、配慮義務、我々はこれは禁止規定にすべきだということをずっと訴

えてきた。衆議院で様々与野党で真摯に御協議いただいた結果、こういう修正がまとまったということですが、

私が気になりますのは、これ、前向きに受け止めたいと思います、勧告、公表、そしてそのための報告、その対象



になったということは前向きに受け止めたいと思いますが、気になりますのが、この勧告の要件、これ極めて厳

し過ぎるのではないか。 

 著しい支障が生じていると明らかに認められる場合、更に同様の支障が生じるおそれが著しいと。著しい、著

しいと、一体これでどういう場合に勧告の対象になり得るのかと思うのですが、なぜここまで限定的な要件にし

てしまったのか、御説明いただけないでしょうか。 

○衆議院議員（山井和則君） 非常に重要な御質問ありがとうございます。 

 不当な寄附の勧誘活動を規制するに当たっては、規制すべきものは漏れなく規制の対象とする必要がある一方

で、不当とまで言えない寄附の勧誘活動までも萎縮させてしまうといったことがないよう慎重な要件設定を行う

必要があると考えております。 

 しかし、一方では、新法で定められた要件を満たし、行政的措置による対応が必要となる場合には勧告等の所

要の措置をとることは極めて当然であり、政府においては、修正部分も含め、不当な勧誘を防止し、不当な寄附の

勧誘による被害を二度と生じさせないという本法案の目的に遺漏がないように運用してくれることを修正案提出

者として期待しております。 

○石橋通宏君 これ、法案の、報告、第六条、第七条ですね、報告があって、勧告、命令がある。これ、禁止行為

に係る第四条、第五条に関わる部分ということで、その立て付けは、四条、五条の規定に、特に必要と認めるとき

はと、それでもう報告求められるんですね。これ、当然だと思います。 

 ところが、今、山井委員から御説明いただきましたけれども、今回のこの配慮義務の方の勧告は、まずこの勧告

の極めて厳しい要件があって、さらにその厳しい要件に関係して報告の求めができるというふうにしているので、

一体それ、じゃ、どういう場合に報告を求めることができるんだろうかということが、ちょっと先ほどの御説明

でも、なかなかこれ、報告にすら至らないのではないかと思うのですが、これ重ねて、じゃ、どういったときにこ

れは報告ができるのでしょう。もっと報告はせめて広くできないといけないのではないかと思うのですが、いか

がでしょうか。 

○衆議院議員（山井和則君） おっしゃるとおり、ここはもうちょっと具体的に言わないとイメージ湧きにくい

と思います。 

 例えばでありますが、特定の法人等による寄附の勧誘を受けている者が自由な意思を抑圧されているという場

合においては、その抑圧の程度や期間が著しい場合や、抑圧状態に置かれている者が多数に及んでいる場合、ま

た、特定の法人等への寄附を始めたことでその家族の生活レベルが著しく低下し、学費、食費にも事欠くような

状態が生じている場合などが考えられると思います。 

○石橋通宏君 そういった形で要件示していただけると分かりやすく、そしてそれを、今日も話ありましたけれ

ども、広く、今お話しいただいたことに限られないと思いますので、それをやっぱりしっかりとリストアップ、ガ

イドラインなりなんなり作っていただいて、そしてそれをしっかりと周知をしていただいて、これ広く、そうい

った被害に遭われている方々、そのおそれがある方々、声を上げていただける環境をつくらないと報告に至らな

いはずですので、そうしたらその環境をつくることが極めて重要だと思いますが、そういう理解でよろしいでし

ょうか。 

○衆議院議員（山井和則君） おっしゃるとおりだと考えております。 

 例えば、同様の支障が生ずるおそれが著しいということに関しても、今後配慮義務違反の状態が改善される見

込みが薄いとか、そういうふうなこともきっちり今後明確に要件をしていく必要があると考えております。 

○石橋通宏君 あと、確認なのですけれども、これは法案の方もそうなんですが、これで、例えば今のおっしゃら

れたような要件に合致して報告を求めた、それに対して、その報告の求めに対して法人側が真摯な対応をしない、

例えば報告を拒否してしまった、そこから先に進まなくなってしまいますが、それに対しては何らか措置ができ

るんでしょうか。 

○衆議院議員（山井和則君） これも非常に重要な質問であります。これ、報告がなければ話になりませんので。

つまり、そのことに関しては、報告をしないことにより法人にとって有利な情報も取れなくなり、その結果、規定

を遵守していないと判断されるとなれば勧告が出されることもあり得ます。 



○石橋通宏君 これは極めて重要な御答弁だと思いますけれども、ちょっと行ったり来たりして申し訳ないので

すが、今の点、法案の第六条を確認させていただけないでしょうか。 

 法案の第六条の報告については、これまあ報告を求めることができるなのですが、この報告を求めた場合に法

人等がこの報告に従わなかった場合には、これはどうなるんでしょうか。 

○政府参考人（黒田岳士君） 報告に、求めに応じなかった、この法案の第十七条に、第六条の規定による報告を

せず、又は虚偽の報告をしたときは、当該違反行為をした者は、五十万円以下の罰金に処するというふうに規定

しております。 

○石橋通宏君 こちらの第六条の方は、この第十七条においてこの罰まで行くということ。ただ、まあ、今回の衆

議院での修正では、そこまでは至らないけれども、先ほど山井委員が言っていただいたとおり、報告、真摯に報告

義務を果たさない場合には、それをもってやはり勧告にまで至る可能性があるということですので、是非そうい

ったこの修正の趣旨、これを是非確立をしていただいて、これを徹底していただきたいということはお願いして

おきたいと思いますが、河野大臣、今のやり取りで、この修正部分、報告について、報告に真摯に対応しない場合

には、今発議者が言っていただいたとおり、それをもって勧告の対象になり得るのだということで政府の理解も

よろしいでしょうか。 

○国務大臣（河野太郎君） 修正部分も含めた法の趣旨にのっとった運用をしっかりとしてまいりたいと思いま

す。 

○石橋通宏君 ありがとうございます。 

 この部分だけ確認させていただきたかったので、衆議院の発議者のお二人、ありがとうございました。これで

退室いただいて結構です。 

 


